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NY マーケットレポート（2019 年 9 月 4 日） 
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NY市場レポート 

 

主要な米経済指標結果 

7 月貿易収支 -540億 USD（予想 -535億 USD・前回 -552 億 USD⇒-555億 USD） 

7 月の米貿易収支では、赤字額が前月比-2.7％となり、市場予想を上回った。7月の輸出総額は+0.6％の 20741

億ドル、輸入総額は-0.1％の 2613.9億ドル。モノの貿易赤字は-2.2％の 736.6億ドル。国・地域別では、対

日赤字が+10.9％の 63.3 億ドル、対中赤字は+9.4％の 327.7 億ドル、対 EU 赤字は 43.6％の 201.2 億ドルと

なった。   

 

データを基に SBILMが作成 
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米主要株価指数は軒並み反発 

米株式市場は、香港政府行政長官が「逃亡犯条例」改正案を正式に撤回したと発表し、香港の混乱が収束す

るとの期待が高まったことを受けて、香港ハンセン指数が 3.9％高となったことなどが影響し、主要株価指

数は序盤から堅調な動きとなった。また、英国の EUからの「合意なき離脱」が避けられるとの期待が広がっ

たことも押し上げ要因となった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きとなり、一時前日比 244 ドル高まで

上昇し、高値圏を維持したまま 237 ドル高で終了した。ハイテク株中心のナスダックは 102 ポイント高で終

了した。 

 

データを基に SBILMが作成 

 

データを基に SBILMが作成 

 



 
                                           

4 

ドル円・クロス円は堅調な動き 

香港行政長官が「逃亡犯条例」改正案を正式に撤回したと発表したことで、香港で続いた混乱が緩和に向か

うとの期待感を背景に、香港株が大幅上昇するなど、リスク回避の動きが和らぎ、ドル円・クロス円は序盤

から堅調な動きとなった。さらに、英議会下院が合意なき EU離脱を阻止する法案が可決したことや、イタリ

アの政局不安が後退したことも加わったことで投資家心理が改善し、ドル円・クロス円は一段の上昇となっ

た。ポンドは、円やドルに対して 8/27 以来の高値を付けた。一方、カナダ中銀が政策金利の据え置きを決定

し、声明がハト派ではなかったことが好感され、カナダ・ドルは対円で 8/19以来の高値を付けた。 

 

出所：総合分析チャート 

 

前営業日のロシアルーブル、ブラジルレアル 

 

◇ロシアルーブル 

昨日 4日のルーブルは対ドルで 66.1350ルーブル、対円では 1.6053円とルーブルは対ドル、対円で反発した。

ロシア国債入札を前にルーブル買いが優勢いとなったほか、ロシア株式市場の上昇もルーブル買いの支援材

料となった。 
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ドル建のロシア RTS株価指数は 27.28Pts安の 1,330.77Pts と上昇したほか、MOEX 指数も 2,793.36Pts 

(19.16Pts高）と 7 日続伸となった。ブレント原油価格の上昇や香港の逃亡犯条例撤廃によるリスク選好の

動きも株式市場の上昇を支援した。 

 

◇ブラジルレアル 

レアルは対ドルで 4.1046レアル、対円で 25.908円と対ドル、対円で上昇した。中国財新 8月非製造業 PMI

が予想を上回ったほか、香港逃亡犯条例の撤廃、英 EU 離脱を巡る合意なき離脱の可能性が後退したことなど

リスク選好の動きが新興国通貨の上昇につながった。 

 

ボベスパ指数は 1,520.06Pts 高の 101,200.89Pts と反発した。中国財新 8月非製造業 PMI が予想を上回った

ほか、香港逃亡犯条例の撤廃、英 EU 離脱を巡る合意なき離脱の可能性が後退したことなどリスク選好の動き

が好感された。 
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